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主 論 文 題 名： 
東地中海におけるイギリスの軍事関与と西側同盟 
――「帝国の残滓」の清算と同盟管理の狭間で、1968-75年―― 
 
（内容の要旨） 
 本研究は 1960年代末から 1970年代におけるイギリスの対外軍事関与を巡る政策を、
東地中海における英軍基地網に焦点を当てて、その経緯と帰結を実証的に分析するもの
である。20 世紀後半のイギリス外交において、帝国としての歴史的経験に起因する世
界大での軍事的プレゼンスは、大国としての地位と責任を示す重大な関心事の一つであ
った。しかし、1968 年 1 月のスエズ以東からの撤退決定によって、イギリスは世界大
での影響力の保持を断念し、ヨーロッパを中心とする限定的な関与へと、その規模を縮
小していった。従来の研究の多くは同決定を歴史的画期と捉え、その後のイギリス外交
は専らデタントと呼ばれる冷戦変容への対応や、ヨーロッパ統合への参画といった視点
から語られてきた。その一方で、これまでイギリスが腐心してきたヨーロッパ域外を中
心とする対外軍事関与の辿った帰結への関心は総じて希薄であった。 
 だが、当該期のイギリスはなおもヨーロッパ域外において一定の軍事的プレゼンスを
維持し、自らの役割を担おうとした。また、アメリカをはじめとする同盟諸国からも、
各地での駐留継続を求められた。すなわち、スエズ以東からの撤退決定を経た後も、イ
ギリスが抱えた対外軍事関与の問題は残存していた。とりわけ冷戦という当時の国際秩
序の下で西側陣営の主要国としての地位にあったイギリスは、かつての勢力圏が同盟の
利害と結び付いた地域において同盟管理という責任を担い、政治的・軍事的関与の継続
を余儀なくされた。この問題はイギリスにとって「帝国の残滓」とも呼び得るものであ
った。その典型が、帝国としての歴史的経験を有し、スエズ以東からの撤退決定以降は
同国の対外軍事関与の新たな前線に位置付けられた東地中海であった。 
 上記の論点は、スエズ以東からの撤退決定をイギリス帝国の終点と捉える従来のイギ
リス外交史・イギリス帝国史研究において、研究上の大きな空白が生じてきたことを示
す。このようなイギリス帝国の解体を巡る顕著な「断絶性」は、1970 年代以降も続い
た軍事関与と「帝国の残滓」の処理を巡る「連続性」という視点の欠如とも表裏をなす
ものである。そこで本研究では、これまで殆ど顧みられてこなかった 1968 年以降のイ
ギリスの対外軍事関与を巡る政策決定過程を、東地中海を主な分析対象に据えることに
よって、その要因とともに考察した。分析にあたっては、同地域における帝国の歴史的
遺産と西側同盟の権益との連関に着目し、以下の視角を設定した。 
 まず、本研究の主たるアクターであるイギリスに加えて、アメリカを中心とする同盟
国の思惑や、イギリスが軍事的拠点を確保していた現地勢力の動向にも着目し、これら 
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三者の関係にも注視した。そして、本論で詳述する各事例において、どのような相互連
関によって事態が経過していったかを叙述した。イギリスの視点からは、当初は同盟へ
の貢献と国益が同一視され、東地中海での軍事関与についても一定の維持を指向してい
たが、国益との乖離が進むとともに「帝国の残滓」の顕在化によって軍事的プレゼンス
自体が重荷と認識されると、基地の規模縮小や撤収という方向性が打ち出されていっ
た。しかし、アメリカを筆頭とする同盟国は、北大西洋条約機構（NATO）の脆弱な「南
方側面」を守るという戦略面での重要性から、概してイギリスの軍事関与の維持を求め
てきた。その一方で、見返りとしての対英支援は欠如しており、イギリスの不満が高ま
るとともに、軍事的拠点の放棄へと向かう事象も散見された。また、英軍基地を確保し
た各地の現地勢力との友好関係は、イギリスの軍事的プレゼンスの維持と円滑な運用に
不可欠であった。周辺環境や当地の情勢によって同国を「引き留める」作用が働く場面
もあったが、翻って反英的な勢力が台頭すれば、基地の維持は著しく困難になった。 
 ここから、東地中海におけるイギリスの軍事関与を巡って、維持か更なる縮小・撤退
か、という二つの力学が抽出できる。本研究では、その力学が前者から後者に傾いてい
く過程を跡付けることを試みた。その具体的事例として、同地域の英軍基地網を構成し
たリビア、マルタ、キプロスを取り上げ、これら三拠点の有機的連関と、それぞれを巡
る問題の表出と帰結を、1975年の防衛見直しを終点として実証的に論じた。 
 本論の概要は以下の通りである。まず第一章では、スエズ以東からの撤退決定による
影響とイギリスの対応を論じたうえで、東地中海がヨーロッパ域外における軍事関与の
前線として再定位される過程を検討した。同決定によって最大の影響を受けた地域は東
南アジアとペルシャ湾岸であり、これらの地域では 1970 年代初頭にかけてイギリスの
軍事的プレゼンスが実質的に消失していった。しかし、当初はこうした方針転換も暫定
的な措置であると考えられており、依然としてヨーロッパ域外での軍事関与を通じた西
側同盟への貢献は、イギリスの一義的な政策目標であった。将来的な再展開を見据える
にあたっても、スエズ以東地域への「玄関口」たる東地中海での軍事的プレゼンスの維
持は重要であった。また、NATO「南方側面」における冷戦戦略上の要請も相俟って、
英軍基地が設置されたリビア、マルタ、キプロスが主要な防衛ラインとされた。 
 しかし、次々と基地の存続を脅かす事態に直面したことに加えて、有事における機能
不全が明らかになると、イギリスの同盟への貢献という論理は破綻していく。第二章で
は、帝国としての繋がりを有さないリビアで政変が起こり、当地に設置された英軍及び
米軍基地が失われ、残るマルタとキプロスが改めて重視されていく過程を叙述した。そ
して、直後に発生したヨルダン内戦でキプロスの基地を巡る運用上の問題が浮上し、そ
れが後年の同盟内対立の伏線にもなったことを論じた。第三章は、マルタを巡る諸問題
を取り上げた。特に、強硬な反英主義に転向した指導者が政権を奪取し、困難な交渉を
迫られたイギリスは、同盟国への配慮から猶予期間を設けて基地を閉鎖する協定を結ぶ
に至った。一連の出来事は、既に放棄されたリビアに続いて、マルタも事実上の機能不 
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全に陥ることを意味した。 
 第四章では、東地中海におけるイギリスの三拠点のなかで唯一残存したキプロスを巡
って、第四次中東戦争で運用上の欠陥が露呈し、同盟への貢献という同国の論理が画餅
に帰していく経緯を跡付けた。その後に開始された防衛見直しの検討作業では、キプロ
スへの軍事関与は脱植民地化の過程で発生した民族紛争の抑止という、全く別の論理で
正当化されるに至った。第五章では、そのキプロスで発生した危機によって「帝国の残
滓」と同盟の狭間にあるイギリスの政策が限界を露呈する様子を描いた。防衛見直しの
検討作業にも影響が及び、一旦はキプロスの英軍基地も放棄される方針が定められた。
しかし、アメリカをはじめ同盟国の強硬な反対によってキプロスからの撤退は実現しな
かった。ここにおいて、東地中海におけるイギリスの軍事関与は当初の目的を失い、防
衛見直しは僅かな軍事力を残存させるという中途半端な形で策定された。 
 結論では、本論の内容をまとめたうえで、当該期イギリスの東地中海における軍事関
与を巡る一連の政策が有した性格と意義を検討した。まず、1968 年にスエズ以東から
の撤退を決定した後も、イギリスはヨーロッパ域外からの完全かつ一方的な離脱という
選択肢を採用し得なかった。その背後には、将来的な再展開への希望的観測に加えて、
同盟に対する義務感の大きさ、対外軍事関与と同一視された国益の追求への肯定的評価
といった要因があった。 
 翻って、1975 年の防衛見直しをもってイギリスが対外軍事関与の縮小を企図したの
は、軍事的プレゼンスの維持による負担と国益の乖離が拡大するなかで、同盟への貢献
という論理に固執した政策の限界という側面が強かった。東地中海の三拠点について
も、地域秩序の変動に適応できないまま場当たり的な対応に終始したため、イギリスは
「帝国の残滓」の問題に苦しんだ。しかし、同盟内の立ち位置や現地勢力との関係を無
碍にすることもできない以上、対外軍事関与を巡るイギリスの難局は構造的要因が余り
にも大きかった。また、同盟やかつての勢力圏への「責任」や「義務」といった文言が
度々登場するなど、当該期イギリス政府内の当局者たちは、自国のなし得る世界への貢
献の在り方や西側同盟における役割を真剣に考え、それ故に上記の問題が生じた際には
有効に対応し得なかった。 
 当該期イギリスの経験は、帝国の歴史的遺産を巡っても「継続性」の議論と通底する
ものであり、同国は「帝国の残滓」という難題に苦悩しながらも限定的な対外軍事関与
を継続させていった。その一部は今なお存続し、現代世界における一定の軍事的・政治
的プレゼンスを維持するイギリスの世界的影響力の象徴となってきた。その意味では、
未だに「イギリス帝国は決して完全な終焉を迎えたわけではない」のである。 
 
